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はじめに

2004年５月１日､ EU (欧州連合) は新規加

盟国10カ国を迎え､ 25カ国へと拡大した｡ また

同日､ 大幅に改正された EU競争法が施行され

た｡ 今回の改正点で､ 特に注目されたのは､ 執

行の強化と分権化の推進である｡ 以下では､ 今

回の改正に焦点を当てて紹介する｡

Ⅰ EU競争法の概要と2004年の改正

EU競争法は､ 市場の統合と消費者の保護を

主要な目的とし､ 競争法違反規制と企業集中規

制の２分野から成っている｡ 競争法違反は､

EC条約 (ローマ条約､ 1958年発効) 第81条及び

第82条により規制されている｡ 第81条は､ 競争

制限的協定や協調的行為を規制し､ 第82条は､

市場支配的地位の濫用行為を規制している｡ 他

方､ 企業集中は､ 閣僚理事会規則第139/2004

号 (2004年５月以前は､ 理事会規則第4064/1989号)

により規制されている｡ EU競争法の実施機関

は､ 欧州委員会 (European Commission) であ

り､ 競争総局 (Competition Directorate General､

欧州委員会内にある専門分野ごとに組織された

23の総局の一つ) が実務を担当する (図参照)｡

2004年５月１日に施行された改正法は､ 競争

法の執行手続を定めた規則第1/2003号､ 企業

集中規制を定めた規則第139/2004号､ 欧州委

員会の技術移転契約に関する一括免除規則第772

/2004号､ 過料額の設定に関するガイドライン

(1998年採択)､ 欧州委員会規則第1983/83号及

び第2790/1999号から成っている(１)｡ このうち､

EU 競争法の執行手続を定めた規則第 1/

2003号は､ 1962年に制定された理事会規則第17

/1962号を､ 40年ぶりに改正したものである｡

競争法の執行は強力な政策手段であるとの認識

の下に､ EU競争総局が､ 特に EUの利益に関

わる重大な競争法違反事件に集中して対処する

ことを､ この改正は目指している｡

以下では､ ① EU競争法の旧執行手続を定め

た規則第17/1962号 (以下､ 旧規則とする｡) の

問題点､ ② 新執行手続を定めた規則第1/2003

号の内容 (以下､ 新規則とする｡)､ ③ 新規則の

問題点と対応､ ④ 改正後の運用状況､ ⑤ 今後

の見通しの順に取り上げる｡

(図) 競争法執行機関の関係
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欧州委員会競争総局

欧州第一審裁判所

欧州裁判所

排除命令・制裁金等を事業者等に執行｡
事業者等は第一審裁判所に取消請求を行う｡

上訴

公正取引委員会ＨＰ ｢EU競争法｣
< http://www.jftc.go.jp/worldcom/html/country/eu.
html > (last access 2005.4.1) に基づき､ 作成｡
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Ⅱ EU競争法の旧執行手続

旧規則のもとでは､ 事業者は､ EC条約に違

反する可能性のある行為について､ その都度､

欧州委員会に届け出なければならなかった｡

EC条約第81条第１項(２) に該当し競争法違反

となる行為であっても､ 商品の生産・販売の改

善や技術的・経済的進歩を促進する場合には､

第81条第３項で規定する例外に該当し､ 違法と

はならない｡ ただ､ 旧規則では､ 第81条第３項

に該当する場合には､ 第81条第１項の適用免除

を申請しなければならなかった (旧規則第17/19

62号第１条)｡ また､ 事業者は､ あらかじめ事

業者間で行われた価格や販売方法に関する協定

について､ 欧州委員会に届け出て､ それを受け

た欧州委員会は､ 当該協定等が EC条約に違反

しないことを､ 認定することとなっていた (旧

規則第17/1962号第２条)｡

このような煩雑な手続は､ 第81条や第82条の

運用がまだ明確でなかった時代に､ 競争総局が

多くの情報を把握し､ かつ競争ルールの適用に

統一性を確保した上で､ 事業者に法的安定性を

与えるという点では､ 意味があった(３)｡

しかし､ これらの規定が原因となって､ 届出

は年々増大した｡ しかも EC条約違反の可能性

が低い届出も多く含まれていた｡ その結果､ 欧

州委員会は､ これらの事務手続きに忙殺され､

重大な競争法違反行為に対して競争法を十分に

執行することができなかった｡

旧規則改正のためのホワイト・ペーパーによ

ると､ 1988年から1998年までの10年間に登録さ

れた新規事件のうち､ 欧州委員会が手続を主導

した事件は13％に過ぎず､ 58％は届出によるも

の､ 29％は審査請求によるものであった(４)｡

届出のうち違反と判断された事件は､ 35年間で

９件にすぎなかった(５)｡ 競争総局の人員は､

加盟国の競争当局の人員に比べ著しく少なかっ

た｡ ｢各国裁判所や競争当局による競争法の事

業者への適用｣ と題するレポートによると､ フ

ルタイムの職員数は､ 1997年時点で､ フランス

競争当局178人､ 英国競争当局185人に対し､ 欧

州委員会競争総局は153人にすぎなかった(６)｡

届出による事務負担を軽減し､ 重要な競争法

違反事件に集中するために､ 欧州委員会は､

①一括適用免除規則の制定(７)､ ② コンフォー

ト・レター (comfort letter)(８) による手続迅

速化､ ③ ｢欧州委員会と加盟国裁判所､ 競争当

局との協力に関する告示(９)｣ 等を行ったが､

増大する届出に対応するには不十分であった｡

EU加盟国の大幅な増加に伴い､ 旧規定のまま

では届出件数が爆発的に増加し､ 到底処理でき

なくなることが予想された｡ 一方､ 欧州委員会

決定､ 欧州裁判所判決､ 一括適用免除規制等に

より､ 競争法の運用方法は既に確立されている

ので､ 事業者は､ これらのルールに従い行為の

合法性を判断することが可能である｡ よって､

加盟国の競争当局及び裁判所､ 欧州委員会は事
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� 第81条第１項は､ 加盟国間の取引に影響を与えるおそれがあり､ かつ共同体市場内の競争の機能を妨害､ 制限､
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86 of the EC Treaty, April 28, 1999, p.8.
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� 企業が欧州委員会に行為を届け出て､ 違反ではない旨の非公式の通知を得る手続｡

� Commission Notice 97/C 313/03; OJ C 313 of 15.10.1997.
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後的に監視すれば足りる(10)｡

そこで､ 競争法の執行手続を大幅に改正し､

事後的コントロールへと転換した｡ 欧州委員会

の負担を軽減することで､ 重大な競争法違反行

為に対する競争法の執行を強化するとともに､

加盟国競争当局や裁判所による競争法の適用を

認めることで､ 分権化をも図ったのである｡

Ⅲ EU競争法の新執行手続

以下では､ 改正の内容を､ 執行の強化と分権

化の視点から紹介する｡

１ 執行強化を目的とした改正点

� 競争制限的な契約の事前届出制度の廃止

(新規則第１条)

EC条約第81条第１項に該当する協定等であっ

ても､ 事業者は､ 自己の責任において協定等が

同条第３項の要件 (商品の生産・販売の改善や技

術的・経済的進歩を促進すること等) を満たすか

どうか判断する｡ その上で､ 加盟国の競争当局

や裁判所は､ 事後的に EC条約第81条第３項を

直接適用する｡ これは､ 米国のシャーマン法(11)

の手法に類似している｡

� 欧州委員会の調査権限の拡大 (新規則第21

条)

従来､ 欧州委員会から非公式の情報請求の通

知があっても､ 事業者には法律上の回答義務は

なかった｡ 欧州委員会は､ 回答がなかった場合

にのみ､ 強制力のある通知を送付することがで

きた｡ 改正後は､ 欧州委員会は､ 最初から強制

力のある通知を送付することができるようになっ

た｡ また､ 違反行為を行った事業者の代表者や

従業員の自宅､ 車両への立ち入り検査も可能と

なった (新規則第21条第１項)｡ ただし､ 当該加

盟国裁判所の事前許可が必要である (新規則第

21条第３項)｡ 証拠書類の捜索・押収や関連す

る質問にとどまらず､ 尋問や供述記録の作成も

できるようになった｡ しかし､ 供述書の強制は

できない｡ 事前許可の要請や供述書の強制がで

きない点を挙げて､ 米国やカナダに比べ､ EU

競争法の執行力はまだ弱いとの指摘もある(12)｡

� 手続法違反の過料の高額化 (新規則第23条)

調査の過程で､ 事業者が欧州委員会に対して

不正確な又は虚偽の情報を提供した場合には､

欧州委員会は事業者に対して､ 前事業年度の総

売上げの１％を越えない制裁金を課すことがで

きる (第23条)｡ これは､ 旧規則下の ｢100ユー

ロから5000ユーロの制裁金｣ (旧規則第15条第

１項) の大幅な引上げである｡

２ 分権化を目的とした改正点

� 加盟国の競争当局や裁判所による EU競争

法の適用 (新規則第４条､ 第５条､ 第６条)

新規則第１条は､ 欧州委員会だけでなく､ 各

加盟国の競争当局や裁判所にも EC条約第81条

及び第82条の直接適用を認めている｡ これによ

り､ 欧州委員会の負担は軽減される｡ しかも､

加盟国の競争当局の方が違反事件の情報に通じ

ているので､ 証拠を収集しやすい｡ また､ 違反

事件の審査を請求したい私人も､ 自国での手続

が可能となるので､ 私人による訴訟 (以下､ 私

訴とする｡) が増加し､ 競争法の執行強化につ

ながるとみられる｡ 加盟国の裁判所も､ 違反行
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為の仮差し止めや違反行為による損害の賠償に

ついて､ 迅速な措置をとることができる｡ この

ような EUレベルと各国レベルでの競争法の執

行は､ 米国における連邦レベルと各州レベルの

反トラスト法の執行に類似している｡

� 告示

混乱なく分権化を進めるために､ 欧州委員会

は､ 次のようないくつかの告示を行っている｡

｢競争当局間のネットワークにおける協力に関

する告示(13)｣ により､ 欧州委員会は､ 欧州競

争ネットワーク (European Competition Net-

work) を創設し､ 競争政策の適用や執行を話

し合う場とした｡ この告示には､ 業務の分担方

法､ 一貫性のある競争法の適用を行うための方

法､ 諮問委員会の役割と機能等が示されている｡

｢欧州委員会と各国裁判所との協力に関する

告示(14)｣ では､ 各国裁判所が競争法を適用す

る際の相互協力義務を示している｡ 例えば､ 各

国裁判所が求めた場合､ 欧州委員会は､ 情報や

意見を提供する義務を負う一方､ 各国裁判所は､

判決を書面で欧州委員会に提出する義務を負う｡

｢申立ての処理に関する告示(15)｣ では､ 申立

て先の決定や､ 申立てを受けた機関の対処方法､

執行機関の間での業務の分担､ 申立て手続の内

容等を示している｡

｢新たな問題に関連する非公式な指導に関す

る告示(16)｣ では､ 欧州委員会が､ 新たな問題

や未解決問題について､ 法的不安定性を回避す

る目的で､ 非公式な指導を行うため､ 指導文書

を発行すべきか否か､ どのように指導を求める

か､ 等を示している｡ この非公式な指導文書は､

欧州委員会の決定ではないため､ 拘束力はない

が､ 加盟国の競争当局や裁判所は､ 判断の参考

にすることができる｡

Ⅳ 新執行手続の問題点と対応

執行手続の改正に際しては､ 以下に掲げるよ

うな多くの問題点が指摘された(17)｡ 新規則施

行後､ 半年以上を経過した時点でも､ なおこれ

らの問題点に対する懸念があった(18)｡

① 各国競争当局及び裁判所が､ 個別に EC条

約第81条及び第82条を適用すると､ 法的安

定性を確保できない｡

② 経験が不足している加盟国の競争当局や裁

判所が､ 競争法を適用することには不安が

ある｡

③ 異なる国や機関による重複調査の危険性が

ある｡

④ 加盟国間で競争法の執行手続規則が統一さ

れていないため､ フォーラム・ショッピン

グ (自分に有利な裁判地で提訴するための法

廷地漁り) を促進してしまう｡
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⑤ 競争法違反の可能性がある事業者に関する

情報が､ 加盟国競争当局間で広く共有され

ることに伴い､ 事業者に対する保護のレベ

ルが､ 旧規則下より低下する｡

⑥ EC条約の解釈や適用に関する加盟国裁判

所から欧州裁判所への事前照会が増加し､

現在の未決事件の処理が遅れる｡

このような批判に対しては､ 新規則施行後に､

問題の解決に努める方が賢明であるとの指摘も

あった(19)｡ 実際､ これらの問題の多くに対し

ては､ 前述の告示をはじめとして､ 既に対応策

が盛り込まれている｡ また､ 米国の反トラスト

法の運用を参考に､ EUにおける解決の道を探

ろうとする議論も多く見られる｡

以下では､ 指摘された問題点 (①～⑥) に対

して採られた対応と議論を紹介する｡

１ 法的安定性の確保

指摘された問題点のうち､ 最も懸念が大きかっ

たのは､ 法的安定性の確保の問題であった｡ 法

的安定性は､ それほど害されないとの見方もあ

る｡ 事業者は､ 競争法違反の疑いのある協調行

為のみを､ 制裁金免除のために欧州委員会に通

知すれば足りるし､ また欧州委員会と非公式な

協議もできるというのがその理由である(20)｡

しかし､ 近時､ 競争法の大幅な改正も含め､ 重

要な政策変更がなされているため､ 欧州委員会

のガイドラインや欧州裁判所の判例が､ 必ずし

も参考とならない場面が生じている｡

新規則には､ 競争法の統一的適用を目的とす

る条項が設けられている｡ 欧州委員会が既に関

与している問題には､ 加盟国裁判所は関与でき

ない (新規則第16条第１項)｡ また､ 欧州委員会

が既に判断を下している場合には､ 加盟国裁判

所は､ 欧州委員会の決定と矛盾する判断を下し

てはならない (新規則第16条第２項)｡ さらに､

加盟国が自国の競争法を適用する場合には､

EC条約も合わせて適用しなくてはならない｡

欧州委員会は､ 法廷助言者として､ 事案に関与

することができる (新規則第15条第３項)｡

法的一貫性を確保するために､ 欧州競争ネッ

トワークが創設された｡ 欧州委員会と加盟国競

争当局は､ 緊密な協力の下に､ EC条約第81条

及び第82条を適用する義務を負っている (新規

則第11条第１項､ 第12条第１項)｡ 欧州競争ネッ

トワークは､ 次のような活動を通じて､ 統一的

な競争法の運用に資するとされている( 21 )｡

①事案の適正な配分を行う｡ ｢競争当局間のネッ

トワークにおける協力に関する告示｣ では､ 最

も適切な競争当局に事案を配分する旨規定して

いる｡ ただし､ 競争当局の手続にかかる時間､

手続保障､ 第81条及び第82条の解釈等､ どの競

争当局への配分が適切か､ 議論が分かれている(22)｡

② 欧州委員会と加盟国競争当局は､ EC条約第

81条及び第82条を適用するために､ いかなる情

報も交換し､ 証拠として用いることができる

(新規則第12条第１項)｡ ③ 加盟国競争当局は､

他の加盟国の競争当局のために､ 自国内で証拠

を収集する等､ 審査協力を行う｡ ただし､ 加盟

国競争当局は､ 事件を調査するか否かについて

自由に判断できる｡

米国では､ 連邦法と州法の両方が､ それぞれ

無関係に運用されているが､ この法的一貫性を

欠く状況は､ それほど問題視されていない(23)｡
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そのため､ EUでの議論は法的安定性を重視し

すぎているのではないか､ との指摘もしばしば

見受けられる(24)｡

しかし､ 米国の反トラスト法には､ EU競争

法とは異なる部分がいくつかあり､ 反トラスト

法の運用が法的一貫性を欠くからといって､

EU競争法の運用も一貫性を欠いてもよいとい

うことにはならない｡ 米国の反トラスト法には､

次のような特色がある｡ ① 私訴が活発であり､

当局が取り締まらなければ､ 私訴となる危険が

ある｡ ② 連邦法は州法に優先するわけではな

く､ 州法は連邦法と無関係に適用できる｡ 連邦

当局は､ 州に係属している事件について権限を

有しない(25)｡ ③ 法の射程範囲を設定できるの

は､ 連邦取引委員会でも司法省でもなく､ 裁判

所だけである(26)｡ また､ 米国では､ 反トラス

ト法違反の影響を経済学的に分析する方法が定

着しているため､ 法解釈によるずれが生じにく

く､ 法的安定性は害されないともいわれる(27)｡

EUで法的一貫性を確保するには､ 米国のよ

うな商業データベースを活用し､ 誰でもすぐに

判例等にアクセスできるようにするのも､ 一つ

の方法である(28)｡ 米国では､ 商業データベー

スによる判例等の即時提供が､ 複雑で多様化し

た連邦法制度の法的安定性や透明性を確保する

のに役立っている｡ ただ､ EUでは多言語の問

題を抱えているため､ 米国のような商業データ

ベースがどこまで可能なのか未知数である(29)｡

２ 各国競争当局や裁判所による適正な競争法

適用の確保

各国競争当局や裁判所による競争法適用の問

題についても､ 多数の論者が強い懸念を表明し

た｡ 各国の競争当局は､ 国内法の下で設立され

たものであり､ その性格は国によって異なる｡

また､ 国によっては､ 競争法の運用経験が少な

い｡ そこで､ 競争法違反についての法的概念の

解釈結果と法違反の経済的影響とが､ かけ離れ

ることのないよう､ 分析の枠組みが必要である､

との指摘がある(30)｡

欧州競争ネットワークは､ 欧州委員会と加盟

国競争当局との情報交換や､ 加盟国競争当局間

での情報交換を主な目的としており､ 加盟国裁

判所での統一的な適用を確保するものではない｡

そこで､ 全加盟国の裁判官に対して､ 競争法執

行手続の研修が行われている｡ また､ 加盟国裁

判所は､ 必要な情報や疑問に対する回答を､ 欧

州委員会に請求することができる (新規則第15

条第３項)｡ ただし欧州委員会は､ 必要な場合

に限り､ 加盟国裁判所の請求に応じることがで

きるとして､ 独立性を保持している｡ 加盟国裁

判所が､ 直接､ 外国の競争当局に意見を求める

ことができるようにするべきだとの意見もある(31)｡

米国の例にならって､ 事件が一般の関心の高

い問題を含む場合には､ 欧州委員会が加盟国の

裁判所手続に介入し､ 意見を提出できるように

することも有用と考えられている(32)｡ しかし､
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短 報

次のような問題を含んでいるため､ 単純に米国

の方法を採用することは困難であるとの指摘も

ある(33)｡ ① 加盟国裁判所の判断を欧州委員会

に通知する必要があるため､ 被告の情報が保護

されない｡ ②多言語による翻訳の負担がある｡

③ 複数の加盟国や欧州委員会が同時に捜査を

開始した場合に､ 事業者は異なる複数の手続に

従わねばならなくなる(34)｡

３ 重複調査の回避

加盟国競争当局と欧州委員会が同時に手続を

開始すると､ 両者の判断に齟齬が生じるおそれ

がある｡ ｢競争当局間のネットワークにおける

協力に関する告示｣ には法的な拘束力がない等

の理由から､ 重複が発生する可能性が高いと指

摘されている(35)｡ 新規則では､ 欧州委員会が

手続を開始した場合には､ 加盟国競争当局は､

EC条約第81条及び82条を適用する権限を失う

(新規則第11条第６項)｡ また､ 加盟国競争当局

は､ EC条約第81条及び82条に基づき活動を行

う場合には､ 他の加盟国が､ 情報を入手できる

ようにし､ 同条に基づく決定の前に欧州委員会

と協議しなくてはならない (新規則第11条第４

項)｡

米国では､ 連邦裁判所､ 連邦機関 (司法省及

び連邦取引委員会) と､ 各州の競争当局が､ そ

れぞれ個別に連邦法と州法を適用している(36)｡

そのため､ 手続の重複を避けるための手段が設

けられている｡ 手続の重複が生じた場合には､

連邦裁判所は､ 不審理の原則により､ 州レベル

の判断を待つ｡ さらに､ 連邦裁判制度では､ 裁

判所は事件を最適な裁判所に移送することがで

きる(37)｡ また､ 広域係属訴訟手続により､ 様々

な管轄の事件を統合する方法もある(38)｡ その

他､ 連邦取引委員会委員等から成るワーキング・

グループのような非公式な情報交換システムも

ある｡ しかし､ これらの制度にも係らず､ 米国

では､ 依然として､ 裁判管轄や手続の重複によ

る無駄があるとの指摘がある(39)｡

４ フォーラム・ショッピングの規制

各国裁判所は､ 競争当局のようなネットワー

クを有していないため､ フォーラム・ショッピ

ングが頻発すると､ 一貫性のある競争法の適用

が困難になる｡ 各国裁判所がそれぞれ異なった

時期に､ 同一の事件に対して断片的に競争法の

適用を行う危険性があるからである(40)｡

フォーラム・ショッピングのおそれが最も大

きいのは､ 事案を分配する手続が整備されてい

ない私訴においてである｡ しかし､ 私訴が行わ

れるようになるまでには､ まだ時間がかかると

予想されており､ それまでに､ 法が整備される

のではないかとみられている(41)｡

欧州委員会は､ フォーラム・ショッピングを

回避するために国内手続と EUレベルの手続の

調和を図っていかなくてはならない､ と指摘さ

れている(42)｡ フォーラム・ショッピングは不

可避であるとも考えられるが､ 有害な影響を最
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小限にとどめる努力は必要であろう｡

５ 事業者の秘密の保護

事業者の秘密をどのように保護するかについ

ては､ ｢競争当局間のネットワークにおける協

力に関する告示｣ の中で規定されている｡ 欧州

委員会が加盟国裁判所に情報を伝える際には､

秘密保持義務が課せられている(43)｡

６ 未処理事件の増加への対応

新規則の施行により､ 各国裁判所が欧州裁判

所に事前判断を求めることも多くなり､ 欧州裁

判所の業務が増加する｡ 新規則下では､ 新加盟

国からの新たな判事が加わり､ 増加した業務に

対処する(44)｡

Ⅴ 改正後の運用状況

各国裁判所が EC条約に関連して行った判決

は､ 徐々に増加している｡ 2005年３月現在､ ド

イツで８件､ スペインで５件､ オランダ､ ベル

ギーで各４件､ フランスで３件､ 英国で２件､

デンマーク､ アイルランド､ スウェーデンで各

１件の判決が公表されている(45)｡ チェコ共和

国やリトアニア等の新規加盟国でも､ 公表され

た判決はまだないものの､ 競争当局の取り締ま

りは行われている(46)｡ 各国競争当局の専門知

識の向上に伴い､ 裁判官の知識や経験も増加し､

各加盟国での競争法違反の訴訟が増加するもの

と予想されている(47)｡

新規則施行後の最初の競争法の適用は､ 英国

のクレハン事件であった(48)｡ これは､ パブ経

営者が､ パブで販売するビールの仕入れ価格を

拘束されたとして訴えたものである｡ 欧州委員

会は､ 既に3件の類似する事件について第81条

第1項違反であるとの判断を下していた｡ これ

は､ 英国内の判例と抵触する可能性はあるが､

クレハン事件の英国控訴審は､ 欧州委員会の決

定に準じた判断を下した｡ 新規則の施行が影響

した判断であり､ 他の価格拘束を受けているパ

ブ経営者にも､ 損害賠償請求への道を開いたと

考えられている｡ また､ 英国内でほとんど例の

ない私訴であった点も､ 今後の私訴の増加に道

を開くものと評価されている(49)｡ ただ､ 当該

事案とは無関係な事案に対する欧州委員会の既

存の決定が､ どの程度の射程範囲を有するのか､

という論点も指摘されている(50)｡

2005年１月には､ 初めて､ 新手続の一つであ
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短 報

る約定決定 (commitment decision)(51) が､ ド

イツ・サッカー・リーグの放映権販売事件に用

いられた｡ この手続では､ 欧州委員会が競争法

違反を宣告する前に､ 事業者側から違反しない

内容の条件を申し出ることができる｡ ドイツ・

サッカー・リーグは､ それまで､ 排他的な放映

権の販売を行っており､ EC条約第81条に違反

する可能性があった｡ ドイツ・サッカー・リー

グの申し出に基づく欧州委員会の決定により､

放映権の販売方法の透明性が高まり､ テレビや

インターネット､ その他のメディアもサッカー

を放映しやすくなった(52)｡ 各国競争当局もこ

の方式を採用して､ 競争法の運用方法を統一す

るべきであるという意見もある(53)｡

Ⅵ 今後の見通し

2005年３月､ ブリュッセルで､ 競争法改正後

１年間の経験が ｢欧州における反トラスト｣ と

題して議論された｡ この会議では､ 新制度への

移行が円滑に行われ､ 競争当局や裁判所のネッ

トワークによる業務の分担が効果的に行われて

いるとの評価(54) や､ 今後は､ 情報の交換や蓄

積が進み､ より効果的に競争法が執行され､ ま

た各加盟国の競争法も徐々に EU競争法に近づ

いていくであろう､ との認識(55) が示された｡

競争総局長のフィリップ・ロウ氏は､ 競争法の

執行強化のためには､ 私訴を容易にすることが

重要であると述べた(56)｡

加盟国裁判所が EC条約第81条及び82条を直

接適用できるようになったことで､ 私訴の増加

が予想されている｡ 前競争総局長のマリオ・モ

ンティ氏は､ 2004年９月のスピーチの中で､ 私

訴は､ ① 競争法違反の抑止力となる､ ② 市場

参加者間での競争の土壌育成や競争法の認識を

高めるのに役立ち､ ③ 競争当局や裁判所だけ

では追求しきれなかった競争法違反や､ 不十分

な証拠しかない違反に対する措置を可能にする､

等の理由を挙げて､ 私訴が競争法の執行強化の

重要な手段であると訴えた(57)｡

しかし､ 新規則には､ 損害を受けた第三者に

よる私訴を促進するような規定は含まれていな

い｡ 競争法のシステム自体に､ 米国のような私

訴を促進する要素 (懲罰的損害賠償制度(58)､ 敗訴

者費用負担制度､ クラス・アクション制度(59)､ 事

前の書類等の証拠開示制度､ 陪審員制度等)(60) は

ない｡ 米国では､ 反トラスト法違反の取り締ま

りを､ 私訴に依存していることもあり､ 紛争が
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連邦裁判所に集中している(61)｡ EUにおける私

訴導入の動きに対して､ 米国の私訴制度の問題

点を認識すべきであるとの指摘もある｡ 例えば､

米国の制度では､ 膨大な証拠開示手続や訴訟費

用を課しているため､ 反トラスト訴訟の原告側

弁護士は多額の報酬を得ることができるように

なっている｡ このような米国の制度は､ EUと

は異なるものである(62)｡

ただ､ 現在 EUでは､ まだ判例の蓄積がない

ため､ 私訴を活発化させるための方策を検討し

ている｡ 欧州委員会は､ 2005年中に､ 私訴を促

進するためのグリーン・ペーパー(63) を公表す

る予定である｡ 欧州委員会のグリーン・ペーパー

とは別に､ 既に法律事務所が､ 私訴の促進策に

関する報告書を発表している(64)｡ この報告書

は､ 国別に制度を比較分析し､ 私訴を促進する

ための方策を提言している｡ この報告によると､

EUでは､ 高度な証明責任が課されているが､

命令がなければ証拠は提出されないことや､ 証

人に対して直接質問できないこと､ 損害の証明

が複雑で困難であること､ さらには訴訟の費用

とリスクが高いこと等が､ 私訴の障害となって

いるという｡ そこで､ 報告書は､ 私訴を促進す

るために､ 損害の証明を容易にする方策や､ 費

用やリスクを減少させる方法等を提言している｡

今後さらに議論が進むと予想されるのは､ 経

済分析を活用した競争法の執行である｡ これは､

競争法違反の影響を経済学的に分析することに

より､ 競争法適用の法的な裏付けにしようとい

うものである(65)｡ 2005年３月､ 競争総局長の

フィリップ・ロウ氏は､ 経済分析は競争法執行

の際に常に用いられなければならないし､ また

より的確に経済分析を用いる必要があると述べ

ている(66)｡

おわりに

改正された EU競争法の執行手続が､ EU経

済にどのような影響を及ぼすのか､ まだ明らかで

はないが､ EUの発展に資するものと期待されて

いる｡ 競争政策担当委員のネリー・クルース氏

は､ 競争法の役割に大きな期待をこめて､ ｢競

争力と成長のためには､ 競争が重要である｡ 基

本的な社会目標や環境目標について真剣に考え

るのならば､ 競争を真剣に考えるほかない｣(67)

と述べている｡

(たかざわ みゆき 経済産業課)
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